
 2009年度決算の概要 （単位：億円 △損失､減少）
・ 当期の「当社株主帰属当期純利益」は、第4四半期において収益拡大があったものの、年度平均における金属資源・エネルギー価格の下落等により、前期比372億円減益 　当社株主帰属当期純利益の会社区分別内訳推移

の1,282億円。なお、当期の「当社株主帰属当期純利益」には、外食並びに金融関連事業投資に係る評価損失（合計94億円）を含む。

・ セグメント別の「当社株主帰属当期純利益」は、新規投資の貢献等があった食料が278億円（食料としては過去最高益）。一方、金属・エネルギーは、金属資源・エネルギー

価格の下落等はあったものの657億円を確保。繊維は224億円、生活資材・化学品は193億円と前年度並みの利益となった。また、機械は、前期の一過性の損失の反動  635               644              9  △             

があり、191億円増益の37億円。情報通信・航空電子は60億円、金融・不動産・保険・物流は金融関連事業投資に係る評価損失もあり42億円の損失となった。 　  1,184            1,397           213  △         

・ 分野別の「当社株主帰属当期純利益」の比率は、資源エネルギー関連51％（657億円）、生活消費関連43％（549億円）、その他6％（76億円）となった。  79                203              125  △         

・ 株主資本は､前年度末比2,490億円増加の1兆984億円となり、年度末としては初の1兆円超を達成。NET DERは0.5ポイント改善し1.6倍。 616  △         590  △         26  △           

 1,282            1,654           372  △         

増減率（%）  701               1,116           415  △         

前期比 55%)(             67%)(             

収　益 34,166      34,191      0.1%  △    ・ 収益：数社の新規連結子会社化による増加あるも、金属資源・ｴﾈﾙｷﾞｰ

売上総利益 9,244       10,605      12.8%  △  　　 及び食料原料価格（年度平均）の下落、自動車・建機取引不調、 10,800      1,556  ＋ 

その他の収益（△費用） 　　 日米住宅市況低迷等により減収

販売費及び一般管理費 7,699  △  7,681  △  0.2%  ＋    ・ 売上総利益：（増減分野及び商品等） 8,150  △  451  △   

貸倒引当金繰入額 70  △      167  △    57.9%  △  繊維/横ばい：繊維原料、織物、衣料品等の市況低迷、㈱三景及び 50  △      20  ＋     （主な黒字会社）            (連)：連結子会社 （持)：持分法適用関連会社

金利収支 253  △    295  △    14.0%  △  　　 ㈱ｼﾞｬｳﾞｧﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽの連結子会社化による増加 250  △    3  ＋      71.9%            73.6%            1.7%  △         

受取配当金 289          350          17.5%  △  機械/減益：自動車、建機取引不調、船舶取引売上減 200          89  △     297社)(         309社)(         12社)(△        

（金融収支） 36)(         56)(         －)(         情航/減益：情報通信関連事業の全般的低迷 50)(△      86)(△     116社)(         111社)(         5社)(＋         

投資及び有価証券に係る損益  △45 231  △    － 金ｴﾈ/減益：金属資源・ｴﾈﾙｷﾞｰ価格（年度平均）の下落 413社)(         420社)(         7社)(△         

固定資産に係る損益 85  △      454  △    － 生化/減益：日米住宅市況の低迷、ﾀｲﾔ関連米国子会社売却の影響  △450 490  △   

140          － － 食料/横ばい：食料原料関連（飼料穀物・油脂等）で採算改善、食品

その他の損益 30           45  △      － 　　 流通関連子会社の減益

その他の収益（△費用）計 7,694  △  8,523  △  9.7%  △    金不保物/減益：金融関連での悪化、販売用不動産の在庫評価損計上 8,700  △  1,006  △ 

税引前利益 1,550       2,083       25.6%  △  ・ 販売費及び一般管理費：既存の連結対象会社における削減あるも、 2,100       550  ＋   1,662            2,189            526  △         （主な赤字会社）

法人税等 516  △    728  △    29.1%  △  　　 数社の連結子会社化による増加、退職給付費用の増加等 1,000  △  484  △   400  △         588  △         188               

税引後利益 1,034       1,355       23.7%  △  ・ 貸倒引当金繰入額：前年度のﾓﾝｺﾞﾙ向け債権引当計上の反動＋108、 1,100       66  ＋     1,263            1,601            338  △         

持分法による投資損益 363          413          12.2%  △  　　 一般債権引当金増加（貸倒引当率上昇）等△11 650          287  ＋   

当期純利益 1,397       1,768       21.0%  △  ・ 金融収支：米ﾄﾞﾙ金利率低下による改善、LNG関連配当減△89、石油ｶﾞｽ 1,750       353  ＋   （内、事業会社）

非支配持分帰属当期純利益 115  △    114  △    1.0%  ＋    　　 関連投資からの配当増＋55 150  △    35  △     1,566            1,981            415  △         (注7) 同社投資の評価損失に係る税効果を含めて表示しております。

当社株主帰属当期純利益 1,282       1,654       22.5%  △  ・ 投資及び有価証券に係る損益：株式評価損減少＋262、株式売却益 1,600       318  ＋   382  △         583  △         202  ＋         　黒字・赤字会社損益推移 （事業会社＋海外現地法人）

（参考） 　　 減少△21、事業整理損増加他△55 1,184            1,397            213  △         

売上高　① 103,068    120,651    14.6%  △  ・ 固定資産に係る損益：前年度のｴﾝﾄﾗｰﾀﾞ関連損失の反動(i)/その他 115,000 11,932  ＋ 

（売上総利益率） 9.0%)(       8.8%)(       　　 の減損処理等(ii)の減少＋344〔(i)＋292/(ii)＋52〕、固定資産売却 9.4%)(       （内、海外現地法人）

営業利益　② 1,474       2,757       46.5%  △  　　 損益好転他＋25 2,600       1,126  ＋ 97                208               111  △         

・ ﾊﾞｰｹﾞﾝﾊﾟｰﾁｪｽ取引に係る利益： 18  △           5  △             13  △           

実態利益　④ 1,943       3,393       42.7%  △  　　ｼｰｱｲ化成㈱、伊藤忠ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ㈱及び㈱ﾚﾘｱﾝの支配獲得時に認識 3,250       1,307  ＋ 79                203               125  △         

・ その他の損益：前年度のｴﾝﾄﾗｰﾀﾞ関連損失の反動＋71、為替損益の

当社株主帰属当期純利益・実態利益推移 　　好転＋34、その他損益△29

・ 持分法による投資損益：頂新(ｹｲﾏﾝ）ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ＋87、東京ｾﾝﾁｭﾘｰ

　　ﾘｰｽ㈱(注2)〔事業再編に係る利益＋11等〕、日伯鉄鉱石㈱＋40、 2009年度 2010年度
　　I-Power Investment Inc.における持分法投資損益＋22､伊藤忠丸紅 年間予定 年間予定 総資産 54,768           51,921           2,848  ＋       58,000        
　　鉄鋼㈱△121、㈱ｵﾘｴﾝﾄｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ(注2)〔同社投資に係る評価損失 15円 18円 有利子負債 22,093           23,893           1,801  △       25,000        
　　増加(注3)△12〕、日伯紙ﾊﾟﾙﾌﾟ資源開発㈱△56、㈱吉野家ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝ (中間実績) (中間予定) 　 NET 有利子負債 17,261           17,568           307  △         21,000        
　　ｸﾞｽ(注3)△33 (7.5円) (9円) 　 株主資本（当社株主帰属分） 10,984           8,494            2,490  ＋       12,000        

NET DER （倍） （注8） 1.6倍 2.1倍 0.5 改善 1.8倍 
　（注8）当該指標計算に用いる｢株主資本｣は､当社に帰属する株主資本(非支配持分控除後)の金額を使用しております。

営業活動によるCF 2,954            2,769            185  ＋         

1,963  △       3,260  △       1,297  ＋       

財務活動によるCF 2,590  △       2,583            5,173  △       

生活資材・化学品 1,101       1,143       42  △     193          2  ＋      2009年度 2008年度 変動幅

食　料 3,355       3,356       1  △      278          76  ＋      4-3月平均 93.36            100.54            金利 （円TIBOR 3M/4-3月平均） 0.528%        0.818%        0.290%  △   

356          420          64  △     42  △      30  △      期末日 93.04            98.23             金利 （US$LIBOR 3M/1-12月平均） 0.686%        2.928%        2.242%  △   

その他及び修正消去 192          330          138  △   124  △    97  △      1-12月平均 93.54            105.10            4-3月平均 70.39          85.66          15.27  △     

合　計 9,244       10,605      1,362  △ 1,282       372  △   営業利益については、「平成22年3月期　決算」P. 35-36をご参照ください。  期末日 92.10            91.03             1-12月平均 62.49          98.36          35.87  △     

20  △     

490  △   657          807  △   

地方税の負担減あるも、営業利益の悪化に加え、持分法投資損益の悪化により減益

営業利益の減少及び持分法投資損益の悪化あるも、ｼｰｱｲ化成㈱の支配獲得に伴う
ﾈｯﾄ利益の計上、前年度の固定資産損失（評価損、売却損）の反動により増益

営業利益の増加に加え、持分法投資損益の増加等により増益

伊藤忠ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ㈱の支配獲得に伴うﾈｯﾄ利益計上あるも､金融関連事業に係る取込利益減少･
公正価値の見直しに伴う評価損増加､前年度の海外での事業譲渡に係る利益の反動により減益

持分法投資損益の大幅好転、前年度に計上の貸倒引当金及び投資有価証券評価損
の反動もあり増益

（注1）支配獲得時に認識した損益ﾈｯﾄ合計（ﾈｯﾄ利益）：｢投資及び有価証券に係る損益(△35)｣及び｢子会社取得におけるﾊﾞｰｹﾞﾝﾊﾟｰﾁｪｽ取引に係る利益(140)｣の合計 106／税効果控除後のｲﾝﾊﾟｸﾄ 62
（注2）当社の公表日以降に業績の公表を個別に行うため、これ以外の取込損益の記載を控えております。
（注3）同社投資の評価損失に係る税効果の増減は含めておりません。

 本業及び子会社の業績不振に
 加え、同社投資に係る評価損
 処理を実施したことにより減益

0                  

15  △            ㈱吉野家ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ  (注7) 43  △           

新規持分法適用関連会社の増加に加え、㈱ﾚﾘｱﾝの支配獲得に伴うﾊﾞｰｹﾞﾝﾊﾟｰﾁｪｽ益
の計上あるも、営業利益の減少及び前年度の投資売却益の反動により減益

売上総利益（注4）

321  △     

2011年3月末
見通し

5  △      

配当状況
（１株当たり）

229          

2008年度

前期比【当社株主帰属当期純利益】　主たる増減要因

（注4） 売上総利益については、「経営成績」の
「主たる増減要因」参照

140  ＋     

1,283  △   

533  △     

212  ＋     

75  ＋       

0.2%)(＋     

372  △     

17,583  △  

2010年5月7日

伊 藤 忠 商 事 株 式 会 社

：単体
：事業会社
：海外現法
：連結修正

341               
 年度平均での金属資源価格
 の下落により減益

主たる増減要因

712               

2009年度 2008年度

(注5) 海外事業損益は、海外現地法人及び海外事業会社の損益合計に、親会社の海外支店及び収益源が
　　　　海外にある特定海外事業のため日本に設立された会社の損益を加えたものです。

 ITOCHU Minerals & Energy
 of Australia Pty Ltd  (IMEA)

事業会社（取込損益）

190          

為替レート
(\/US$)28  △      

12月決算会社

前期比

前期比

前年度のｴﾝﾄﾗｰﾀﾞ油ｶﾞｽ田開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄからの撤退に伴う損失計上の反動あるも、
営業利益の大幅減少、持分法投資損益の減少等により大幅減益

191  ＋   

3月決算会社

投資活動によるCF

赤　字　会　社　損　失

主要指標

合 　 　 　　 計

財　政　状　態
2010年
3月末

キャッシュ・フロー 2009年度

4,757            37           

1,654       

12  △      

202          

80           

1,147       

60           

：実態利益
：当社株主
  帰属純利益

24  △       

97  ＋       

当社株主帰属当期純利益

1,450  △   

1  △         

50  △       

371  △     

実態利益＝売上総利益＋販売費及び一般管理費＋金融収支＋持分法による投資損益

子会社取得におけるバーゲン
パーチェス取引に係る利益

2008年度

黒　字　会　社　率

(注6) 当第１四半期より、当社が直接投資している会社及び当社の海外現地法人が
　　　  直接投資している会社を表示しております。

2009年度黒字会社率
（事業会社＋海外現地法人）

前期比
当社株主帰属当期純利益

の会社区分別内訳
2009年度 2008年度

単 体

連 結 修 正

海 外 現 地 法 人

内、海外事業損益

（海外事業損益比率）

当社株主帰属当期純利益

事 業 会 社

黒　字　会　社　利　益

黒字・赤字会社損益
（事業会社＋海外現地法人）

（　　 合 　　　計 　　）

（赤　字　会　社　数）

（黒　字　会　社　数）

 ITOCHU Oil Exploration
 (Azerbaijan) Inc.

黒　字　会　社　利　益

2009年度 前期比

赤　字　会　社　損　失

黒　字　会　社　利　益

赤　字　会　社　損　失

合 　 　 　　 計

224  △         

261               

2008年度

合 　 　 　　 計

－  頂新(ｹｲﾏﾝ)ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ

 日伯鉄鉱石㈱

69                

87                

40                

前期比

22  △            CIECO Energy (US) Limited

 総資産：数社の連結子会社化による増加に加え、金属・ｴﾈﾙｷﾞｰ、生活資材・化学品における
　　前年度末比での油価上昇及び化学品市況の回復等に伴う営業債権及びたな卸資産の増加、
　　ﾌﾞﾗｼﾞﾙﾚｱﾙ高、豪ﾄﾞﾙ高の影響による投資及び固定資産等の増加に加え、繊維、食料におけ
　　る新規投資等もあり増加
 株主資本：配当金の支払いによる減少､当社株主に帰属する当期純利益の積上げ、為替換算
　　調整額の改善､株式市況回復による未実現有価証券損益、年金債務調整額の改善等により､
　　前年度末比増加。株主資本比率（注8）は前年度末比3.7ﾎﾟｲﾝﾄ上昇の20.1%、NET DER（注8）
　　は前年度末比0.5ﾎﾟｲﾝﾄ改善し1.6倍

 主たる増減要因

 年度平均での油価の下落に
 より減益

 実質的に当第1四半期より損
 益取込開始。第１四半期は低
 調も、その後は順調に推移

 前年度のｴﾝﾄﾗｰﾀﾞ関連損失の
 反動により大幅改善も､保有権
 益の減損損失計上もあり赤字

：黒字会社利益
：赤字会社損失
：黒字・赤字会社
　　　　損益合計

 当第1四半期より取込開始､
 食品製造事業の損益取込及び
 投資有価証券売却益あり

経　営　成　績

18  △       

2009年度のキャッシュ・フローの状況

前年度末比
2009年
3月末

2009年度 2008年度
2010年度

通期見通し
主たる増減要因

増減額

ブレント原油
（US$/BBL）

11.56  △       

2009年度　連結決算ハイライト　（米国会計基準）

829  ＋     

369  ＋     

186  ＋     

41  ＋       

61  △       

20)(△       

1,362  △   

1.07  ＋         

5.19  △         

7.18  △         

変動幅

（前年度末比増減額） 1,531)(△       

主要指標

2008年度

現金･現金同等物期末残高 6,288            

1,825)(＋       

 営業活動CF：
     海外資源、食料、繊維及び化学品関連の取引等において、営業取引収入が好調に推移したことに
 　　加え、自動車関連での在庫の減少等によりﾈｯﾄ入金
 投資活動CF：
     生活消費関連への新規投資、資源開発関連における設備投資の増加、ｼｰｱｲ化成㈱及び伊藤忠
 　　ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ㈱の連結子会社化に係る追加投資等によりﾈｯﾄ支払
 財務活動CF：
     親会社にて借入金を返済したこと及び配当金の支払い等により、ﾈｯﾄ支払（返済）

2009年度 2008年度

持分法投資損益の増加あるも、営業利益の減少、投資有価証券評価損の計上により
減益

機　械

情報通信・航空電子 1,364       

433          719          

1,389       

155  △    286  △   

24  △     

224          
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繊　維 1,027       1,026       

前期比2008年度

1  ＋      

2009年度 2009年度

2,223       1,416       金属・エネルギー

金融・不動産・保険・物流

1,263
1,6011,487

1,823
2,206

1,662

△ 198 △ 366△ 579 △ 588 △ 400

2,1891,840

1,2451,289

05年度 06年度 07年度 08年度 09年度

3,393

2,512 2,408

3,337

1,943

1,282
1,654

2,173
1,759

1,442
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05年度 06年度 07年度 08年度 09年度

③

(連)

(連)

203

△ 437

534 644771

231

△ 616

934
1,132

△ 381 △ 421

1,397

635

1,184

79

△ 590

1,609

228

1,017
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05年度 06年度 07年度 08年度 09年度

(連)

(持)

(注5)

09/3

08/12

10/3

09/12

別紙A

(持)

③

(注1)

(注1)

(持)
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